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最低賃金規制と農業経営

伊藤成朗

要約:
本稿では先行研究を選択的にレビューし、南アフリカでの雇用環境を考察した後に、最低
賃金への雇用者の対応について南アフリカのデータを用いて吟味した。経済理論からは、
労働市場が競争的かどうか、もしくは、平均採用費用の交差微分の符号によって、雇用量
に与える効果が逆になることが示されている。先進国の実証結果は雇用効果が負かゼロか
結果が分かれているが、一部研究では、最低賃金以下での雇用が多いと規制は雇用に負の
影響を与えやすいことが示されている。南アフリカの商業農業調査データを用いて農家粗
所得に与える影響を検討したところ、推計結果は実質賃金上昇率の高い農村部は農家粗所
得は影響を受けず、労働を資本で代替していることと整合的な結果であった。これは最低
賃金以下での雇用が多いことと整合的な結果である。今後は情報を拡充しながら最低賃金
の影響をより詳細に考察していくことが必要である。
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背景
経済的後背地で操業することの多い農業は、近隣に豊富な未熟練労働を雇用することが

多い。未熟練労働者とは低所得労働者とほぼ同義である。このため、農業雇用が貧困解消
に与える影響は大きい。
利潤最大化を目指す雇用者は限界生産力と要素支払い (賃金) が等しい水準で生産要素

(未熟練労働)を雇用する。通常の (凸性の)生産技術では、賃金が低いほど雇用者はより多
くの労働を雇用する。未熟練労働が豊富なほど労働供給圧力によって賃金は低いので、経
済的後背地であるほど雇用されて所得を得る人数は多い。
このような利潤最大化原則下の雇用が市場を通じた貧困解消手段と言えるのであれば、

規制による貧困解消手段とも言うべき方法も政策担当者に根強く支持されている。その古
典的な例が最低賃金規制である。最低賃金規制は一定水準以下の賃金で労働を雇用するこ
とを禁じる規制である。規制に違反した場合、多くの国の法制では雇用者に罰則が科さ
れる。
最低賃金規制は貧困解消手段として推奨されるているが、弊害も指摘されている。最低

賃金規制は市場賃金以上の支払いを求める規制なので、雇用が減ると予想されるからであ
る。一般に、労働費用が増えると、雇用者は雇用量削減、利潤減少、生産物価格引き上げ
のいずれかもしくはその組み合わせで対応しなければならない。どの方法が採られるかは
状況に依存するが、社会において雇用への影響の関心が強いことから、多くの議論では先
験的に雇用量削減のみに焦点が当てられている。本稿では、最低賃金規制の利潤への影響
を念頭に置きながら、途上国農業における最低賃金規制を既存研究で位置づけることを目
的とする。以下では、先行研究の選択レビューを議論の中心に据え、最後に利潤減少につ
いて着目して南アフリカのデータを用いて実証的に検討する。ただし、利潤そのものを計
算することはデータ制約上できないため、利潤の代理変数として農業粗所得を用いる。
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第 1節 最低賃金規制: 先行研究
1.1. 実証

最低賃金の効果に関する研究は実証研究に牽引されてきた。1970-81年に発表された論
文を展望した Brown et al. (1982)が最低賃金率の雇用弾力性がティーンエージャーについ
て −.1から −.3と示したのを皮切りに、米国家計調査個票から負の弾力性を推計する研究
が相次いだ (Neumark and Wascher, 1992, 1994; Currie and Fallick, 1996; Neumark, 2001;
Williams and Mills, 2001; Neumark et al., 2004)。詳しくは Neumark and Wascher (2007)
を参照のこと。
一方、最低賃金の雇用弾力性は無視しうるか、場合によっては正であることを示した

実証研究も発表されるようになった。端緒をつけたのが小売店データを用いた Card and
Krueger (1994)である。先行研究 (Card, 1992b,a; Katz and Krueger, 1992)を拡充した小売
店データで正の弾力性を計測し、負の効果を否定している。隣接する郡を比較した研究
(Dube et al., 2010)、地域を変えてデータを拡充した研究 (Dube et al., 2007)、地域間の多
様性に配慮した研究 (Allegretto et al., 2011)などで負の効果が否定された。

Brown et al. (1982); Brown (1999); Neumark and Wascher (2007)などは各時期を代表す
る包括的な展望論文であり、全体の傾向として負の弾力性を示している。しかし、展望論
文は論文の取捨選択、読み取りにおいて恣意が混入することが否定できない。自然科学等
で推奨されている方法に倣い、Doucouliagos and Stanley (2009)は公開された研究の全て
をもとにメタ分析し、負の弾力性に偏った出版バイアスがあること、真の弾力性はゼロに
近いこと、などを主張している。ただし、出版バイアスを推計するためには仮定をおく必
要があり、その仮定が満たされるかどうかは議論の余地がある (Neumark, 2015)。2

競争環境、失業率、調整期間など、雇用量変動に影響を与える要因を検討する研究もあ
る。生産物価格への上乗せを検討した研究では、生産物価格は上昇していることから、完
全競争市場と整合的だと結論している (Aaronson and French, 2007; Aaronson et al., 2008)。
米国データを使った研究が比較的短期間の効果を検定しているとして、経済成長理論で
頻用される putty-clay型の生産関数を導入して産業均衡を仮定し、期内とラグ付きの影響
を区別したモデルを作った後、シミュレーションによって労働の賃金弾力性を検定した
研究は、短期の弾力性は小さいものの、長期の弾力性は負値で大きいことを示している
(Sorkin, 2015)。公定価格が固定された英国の低賃金産業を対象にした研究では、雇用人数
と雇用時間が減少することが示されている (Machin et al., 2003)。利潤に焦点を当てて英
国企業会計データを用いた研究では利潤が減少し、雇用量調整は有意ではないものの、新
規純参入が減ることが示されている (Draca et al., 2011)。一方、景気循環の影響を考慮し
た研究では、失業率の高い地域ほど雇用の賃金弾力性が (負で) 大きいことを示している
(Addison et al., 2013)。
途上国データによる研究も結果が分かれている。ブラジルの研究では雇用に与える影響

は有意ではない (Neumark et al., 2006; Lemos, 2009)が、南アフリカでは実質賃金が上昇
し (Bhorat et al., 2013, 2014)負の雇用への影響が認められている (Conradie, 2005; Murray
and van Walbeek, 2007; Bhorat et al., 2014; Garber et al., 2015)。ラテン・アメリカについ
ては、最低賃金の影響は同等所得の労働者に限定されるとして、雇用への影響は小さいと

2 Doucouliagos and Stanley (2009)はデータ・マイニングを経た論文は標準誤差を小さくすることは難しい
ために effect sizeが大きな推計結果を選び取る傾向があると仮定し、小標本の推計に effect sizeの大きな
研究が多いことを示している。先行研究の Card and Krueger (1995) でも負の弾力性に偏った出版バイア
スがあると指摘している。Neumark (2015)はメタ分析が展望研究の代替にはならないという高所からの
批判をしているが、これはメタ分析の長所を全く汲み取らない指摘と言わざるを得ない。
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指摘されている (Kristensen and Cunningham, 2006)。南アフリカ農業は価格を上乗せする
ことができず低賃金労働を主に雇用しているため、Machin et al. (2003)と同じ解釈が成り
立つ可能性はある。

1.2. 理論

賃金上昇によって雇用が増える、影響を受けない、などの結果が果たして論理的に可能
なのかを示すのが理論の役割である。後述するように、最低賃金論争では労働市場が完全
競争的かが焦点になる。
完全競争の下では、賃金を w 以上に設定する最低賃金規制は利潤を低下させる。この

帰結は Ashenfelter and Smith (1979) に倣って関数を 2 次線形近似することで、下記のよ
うに示すことができる。

π(w, r, p) − π(w, r, p) ≃ πw(w − w) − 1
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= −LD(w − w) − 1
2
∂(−LD)
∂w

w
−LD

−LD

w
(w − w)2,

= −∆wLD − 1
2
η(∆w)2 LD

w
,

= −∆w
w

wLD − 1
2
η

(
∆w
w

)2

wLD,

= −∆w
w

wLD
(
1 +

1
2
η
∆w
w

)
,

< 0.

ここで π(w, r, p) は利潤関数、∆w = w − w、η = − ∂LD

∂w
w
LD > 0 であり、包絡線定理により

πw =
∂π
∂w は労働需要関数の負値 −LD に等しい。∆wLD はすでに雇用している労働への支払

いが増える給与支払 (“wage bill”, Draca et al., 2011)効果、 1
2η(∆w)2 LD

w は資本への代替に
よる対応示している。なお、完全競争市場であれば、費用を最小化する技術のみが生き残
るため、全ての雇用者が同じ技術を用いなければならない。よって、完全競争下では、最
低賃金規制による生産費用の増加は雇用者価格に全て上乗せされる。
雇用者が賃金を選べる買い手独占 monopsonyの場合、上記の議論は適切ではない。包

絡線定理は賃金を利潤最大化の外生変数として想定するからこそ用いることができるため
である。Manning (2006) は完全競争と買い手独占を包含する一般的な理論を提示してい
る。そこでは労働に関わる平均費用を労働費用と呼び、労働費用は賃金 wと (すでに雇用
されている分を含む)労働一単位あたり平均採用費用 c(w, L)からなると仮定される。

w + c(w, L).

平均採用費用は採用訓練費用 H(R,w) に採用比率 s(w) を乗じて得る。採用訓練費用は採
用人数 Rと賃金の関数であるが、採用人数は R = s(w)Lと書くことができるため、平均採
用費用は下記として示される。

c(w, L) = H[s(w)L, s(w)]s(w).

平均採用費用 c(w, L)は賃金以外の費用として定義されるが、賃金水準にも依存すること
が許容されている。上で見たように、採用比率は賃金の関数であり、採用訓練費用が賃金
に依存することを許容しているからである。ここで cw, cL の符号は先験的には決めること
ができず、さらに交差微分 cwL も先験的に決めることはできない。ただし、完全競争の場
合には雇用量にかかわらず労働費用は一定であることから cL = 0であり、よって、cwL = 0
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も成り立つ。買い手独占の場合には、より多くの労働を採用する費用は逓増すると考えら
れるので、cL > 0である。一方、交差微分は、採用や訓練活動に賃金に応じた規模の経済
性がある場合には cwL < 0、賃金に応じた規模の不経済性がある場合には cwL > 0、賃金水
準と独立していれば (規模に関して中立であれば)cwL = 0である。
労働費用に関して最小化するとき、雇用者は下記の問題を解く。

min
{w}

w + c(w, L)

最小化の一階条件は下記である。

1 + cw(w, L) = 0.

これを全微分すると
dL
dw
= −cww

cwL

となる。つまり、賃金が増えるときの雇用変化の方向は cwL と逆の符号になる。平均採用
費用に賃金に応じた規模の経済性がある場合は、賃金が増えると雇用は増える。もちろ
ん、買い手独占者は労働費用スケジュール w + c(w,N)上で最適な賃金を選ぶことができ
る以上、最低賃金規制がない場合よりも利潤が増えることはあり得ない。3

最小化された労働費用関数 (value function)を ω(L)で示す。最小化問題に外生変数 Lに
関する包絡線定理を用いると ω(L)の偏微分係数の符号を求めることができる。

ω′(L) =
dω
dL
= cL(w, L).

ω′ の符号は cL の符号に一致する。もしも、平均採用費用が雇用量の増加関数であれば、
労働費用も雇用量の増加関数である。労働費用として ω(L)を用いると利潤は下記のよう
に書くことができる。

π = F(L) − ω(L)L.

利潤最大化の一階条件から下記を得られる。

F′(L) = ω(L) + ω′(L)L.

右辺は労働の限界費用であるが、通常の利潤関数と違って wではなく ωの関数である。
最低賃金が雇用者行動にどのような影響を与えるか見るために、この一階条件に着目す

る。最低賃金が導入されて賃金が変更することの効果は、労働限界費用MCLをさらに w
で微分し、w = wを課せば良い。すると

dMCL
dw

∣∣∣∣∣
w=w
=

d{w + c(w, L) + cL(w, L)L}
dw

∣∣∣∣∣
w=w
= 1 + cw(w, L) + cwL(w, L)L.

仮に費用最小化賃金 wが最低賃金と一致している場合、最小化の一階条件より 1+cw(w, L)
はゼロなので、符号は cwL(w, L)によって決まる。労働需要量 Lが増えたときに賃金 wが
増える (=賃金 wが増えたときに労働需要量 Lが増える)場合とは、MCLが減る場合なの
で、cwL < 0のケースに等しい。Lが増えたときに wが減るのは cwL > 0のケースである。
cwL < 0は実証研究で示される被雇用者規模と賃金の正の相関関係とも整合的である。な
ぜならば、従業員数が多いほど労働費用が下がるのであれば、より高い賃金を提示できる
からである。

3 仮に雇用が増えた場合にも、収入は増えるがそれ以上に費用が増えるために利潤は減る。雇用が減る場合
に費用が減るか不明だが、減った場合にも収入はそれ以上に減って利潤が減る。英国企業会計データを用
いた研究では雇用量調整は有意ではなく利潤が減少している (Draca et al., 2011)。
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ここまでの議論を直感的な言葉で要約すると、最低賃金の雇用に与える効果は労働の限
界費用を高めるかどうかで決まる。労働の限界費用が高まれば雇用は減り、低くなれば雇
用は増える。完全競争下では最低賃金規制は労働の限界費用を高める。買い手独占の場合
には、労働費用関数の交差微分 cwL が正であれば労働の限界費用を高める。交差微分が負
の場合は労働の限界費用を下げる。限界費用が下がる原因は、賃金を高めると、求職者が
増える、質の高い求職者が増える、離職率を低める、などである。このように、労働費用
関数の形状によって最低賃金が雇用に与える影響は異なる。利潤は競争の様相にかかわら
ず必ず低下する。
最低賃金規制が雇用を増やすメカニズムは、買い手独占以外にも求職理論を用いて示さ

れている (Lang and Kahn, 1998)。求職理論では情報が不完備で求職者と雇用者の双方が
ランダムにマッチされた相手を選び合う。より良い候補がまだ居ると思えば相手を却下し
次のマッチング機会を待つが、待ってもより良い候補と巡り会う確率が低いと思えば相手
を受け入れる。この環境は完全競争ではないので、労働者を見つけて生産する雇用者は正
の利潤を得ることができる 4。ひとたび良い労働者と巡り会ったときには、労働者に自ら
を選ばせるために雇用者は利潤の一部を提供する。多くの論文では雇用者と労働者間の利
潤分配にはナッシュ交渉過程が仮定されている。ここに最低賃金規制が導入されると、期
待賃金率が上がることでより多くの労働者が職探しを始めるため、マッチ確率が変わらな
くてもマッチ件数、つまり、雇用件数が増える 5。ただし、Lang and Kahn (1998)は、熟
練度の高い労働者が最低賃金に影響される未熟練労働市場に参入するため、雇用が増えた
としても未熟練労働者の厚生が下がると示している。

第 2節 南アフリカの雇用環境と農業
南アフリカの主要な経済問題は高い失業率である。図 A1にあるように、失業率は 2016

年第 3四半期で 27.1% である。6 高い失業率の背景には機能障害のある労働市場がある。
機能障害の原因としては、求職者と雇用者のマッチング効率が低いことに加えて、解雇が
難しいこと、最低賃金規制、手厚い社会保障などがあるといわれる (Banerjee et al., 2008)。
図 A2に見られるように、農業部門で雇用される労働者の学歴は歴史的に低い。現在でも、
農村で学校教育の質が低いことの影響を受け、農業部門の熟練労働者比率は小さい (図 A3、
図 A4)。農業の雇用吸収力は 2014年で全就労者の 4.6%と高くないために、農村での失業
率は高止まりしている。
南アフリカの農業部門は、黒人やカラードの非熟練労働賃金を抑える効果のあったア

パルトヘイト下では、一定の恩恵を受けてきたといえる。7 アパルトヘイト後は、アフリ
カ民族会議政権は所得上昇を望む黒人支持者に配慮して、既述の雇用労働保護を導入した
ほか、農業では常雇用への住居提供を促し、解雇後も住居提供を義務化するなど、本来な
らば政府が担うはずの社会福祉支出を農場所有者に負担させてきた。利潤 (評判、現存労
働者の努力への懸念)や利他心などの動機から、農場所有者はこうした公的な要求だけで
なく、子女の教育費用、通勤費用、食料の現物供与などの労働者からの私的要求にも応じ

4 労働者とマッチした雇用者の利潤は正だが、マッチする前の期待利潤はゼロとしないと均衡の内容として
意味がない。このため、マッチには雇用者による一定の費用投下が仮定され、この費用と同じだけのマッ
チ後利潤が均衡で成り立つ。

5 なお、労働者が多様な場合、より異質な労働者が求職活動をすることでマッチ確率が下がることも考えら
れる。この場合、雇用量が増えるか分からない。

6 27.1%は高くないと感じるかもしれないが、過去一週間で支払のある労働や自営労働にわずか一時間でも
就くと就労中と判断されることを念頭に置く必要がある。

7 ただし、カラー・バー法 (1926年)によって熟練労働は白人のみが就ける規制があったことから、熟練労
働の賃金は本来よりも高くなったために農業がアパルトヘイトによって一方的に恩恵を受けたということ
はできない (Hutt, 1964)。むしろ、非熟練労働を多用する技術採用を促したと解釈すべきである。
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図 1: 最低賃金率 (時給)

出所: Garber et al. (2015, Figure 3.1)。

表 1: 労働条件基本法による最大の課徴金
違反履歴 最大課徴金額

なし 利子を含む未払い分の 25%

過去 3年間に 1件 利子を含む未払い分の 50%

過去 1年間に 1件、過去 3年間に 2件 利子を含む未払い分の 75%

過去 3年間に 3件 利子を含む未払い分の 100%

過去 3年間に 4件以上 利子を含む未払い分の 200%

出所: Basic Conditions for Employment Act, 1997, Table 2.

てきた。しかし、2014年の大幅な最低賃金の引き上げ (2012年の R1503.90から 2013年
R2274.82、51.26%)後は、長期的な常雇用減少傾向に拍車がかかることが懸念される。生
産物への転嫁が難しいながら他部門に比べて多くの社会福祉負担をしてきた農業部門に
とって、最低賃金負担の引き上げは農村の社会福祉状況を低下させるきっかけになりかね
ない。最低賃金規制の効果を計測する意義には、このような社会経済背景も含んでいる。
南アフリカで最低賃金は 2003年 3月初日に導入された。各産業で最低賃金は異なるが、

2003年から 2007年まで農業 8 は A地区 Area Aと呼ばれる都市部周辺と B地区 Area B
と呼ばれる農村部で異なる値が指定されている。2008 年以降は農業の最低賃金は統一さ
れた。導入当初、A地区では時給 4.10ランド、月給 800ランド、B地区では時給 3.33ラ
ンド、月給 650 ランドであった。最低賃金率は 2-3 年に一度改訂されるが、その間はイ
ンフレーションを考慮して一年ごとに増加するように設定されている。図 1は最低賃金を
2003年から 2007年まで示している。名目では各地区ともに急速に増えている一方、実質
では B地区は増えているものの A地区では比較的安定している。ここからは B地区、つ
まり、より辺境で貧しい地区の方が最低賃金の影響が強いことが予想される。よって、(A
地区)−(B地区)という差分をとって雇用量に与える負の効果を比較する場合、値は軽微に
(=負値が期待される雇用弾力性は正の方向に振れて)推計される。
最低賃金規制が影響を持つためには、規制に効力がなければならない。Ashenfelter and

8 最低賃金の部門区分で「セクター 8」と呼ばれる。後に「セクター 13」に変更。
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Smith (1979)が指摘したように、規制に違反することの費用が低ければ、規制を守る誘因
は減る。南アフリカでは、1997年制定の労働基本条件法 Basic Conditions for Employment
Act表 2によると、違反常習者 (過去 3年に 4件以上)は最終的に 3倍もの支払い義務が
発生するが、初回違反者は賃金の 25%の罰金であり、かつ、摘発確率が低いために規制
の効力は低いと言われる (Bhorat et al., 2017)。規制の効力を決めるのが摘発確率と懲罰だ
とすれば、人々が粗放に居住し、違反を訴えることのできない不法移民就労者が多い地区
では、規制を遵守している雇用者数が減ると考えられる。地域によって遵守率に違いがあ
るとすれば、A地区と B地区のダミー変数に摘発確率を決める要素を交差させることが求
められる。
違反行為の罰則には罰金以外にも社会的圧力がある。違法行為をすると、農村社会で

は多くの住人がその事実を知ることになる。農場経営者が最低賃金を遵守しないと、短
期的には利益を得ることができるかもしれない。しかし、時間が経つにつれて雇用され
た労働者が法的に保証された支払いを求めるようになるだけでなく、欺かれていたと感
じる労働者の労働意欲は低下する可能性が労働経済学の贈り物交換 gift exchange(Akerlof,
1982)や行動経済学の最後通牒ゲーム ultimatum gameで指摘されている (Güth et al., 1982;
Camerer and Thaler, 1995; Fehr and Gächter, 2000)。
さらに、同業者からは競争ルールの違反者として情報共有や便宜斡旋などのネットワー

クから排除されかねず、長期的な利益を失う可能性がある。よって、最低賃金規制の効力
が弱くなる条件は、雇用者の入退出 (ターンオーバー)が激しかったり、同業者ネットワー
クが未発達であったり、被用者が不法移民などのが考えられる。南アフリカ農業部門は家
族経営が多く、家族の資産を守る意識が強いことから入退出は緩慢である。さらに、過疎
地にあっても農場経営者同士は密接なネットワークを形成していることが多く、違法行為
が探知されることの費用は高い。よって、南アフリカ国籍の労働者を雇っている限り、最
低賃金規制の効力は低くないと考える理由がある。9 家事手伝いは書類などの証拠も残ら
ない相対取引であることから最低賃金規制違反の費用が低い業種であるが、労働力調査で
観察される支払賃金からは、相対的に低い賃金を支払っていた地区でも規制が遵守されて
いることが確認されている (Dinkelman and Ranchhod, 2012)。
このように、南アフリカでは、法的な罰則だけでなく、社会的圧力、雇用者の遵法意識

や利他心などが効力を持っている可能性がある。最低賃金規制の遵守状況を知るために
は、労働力調査などの被雇用者から情報を入手したデータも組み合わせて確認することが
望ましい。労働力調査を用い、農業部門就労者と非農業部門就労者を比較した研究では、
最低賃金規制導入後は農業部門就労確率が低下すること、正規契約が増えること、就労し
続ける労働者の労働時間は増えること、いずれも最低賃金以下で就労している人数が多い
地区ほどその効果が大きいことなどが示されている (Bhorat et al., 2014)。10 独自のサンプ
ル調査を用いてブドウやサトウキビに対象農家を絞った研究でも、雇用に負の影響を見出
している (Conradie, 2005; Murray and van Walbeek, 2007)。労働力調査も用いた分析は今
後の課題である。

9 最近では労働費用の高まりから、労働調達をアウトソースし、派遣労働を使う傾向が強まっている。農業
は季節性があるために常雇用の必要性が低いのに加え、労働管理費用が高く、土地も占有されてしまうた
めである。派遣労働の規制逃れは一層難しいので、最低賃金規制の効力はより高いと考えられる。

10 Bhorat et al. (2014)の統御群は同等の教育水準や年齢で非熟練職種に就いている労働者なので、比較対象
として適切ではない可能性もある。とくに、賃金が被農業部門就労者が 2倍以上の水準など、推計結果の
解釈には慎重を要する。
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第 3節 推計
3.1. 識別

以下では Hamermesh (1986); Oreopoulos (2004)に依拠して議論を進める。経済学にお
いて最低賃金の効果を推計するには、利潤最大化、もしくは、費用最小化を想定して労働
需要関数を導出し、最低賃金導入によって労働需要がどう変化するのか吟味する、という
手続きを経る。例えば、CES生産関数を想定すると、

y = f (K, L) = a[δL−ρ + (1 − δ)K−ρ]−
1
ρ

雇用者は下記の問題を解く。

max
{K,L}

p f (K, L) − rK − wL

s.t. f (K, L) = a[δL−ρ + (1 − δ)K−ρ]−
1
ρ

a > 0, δ ∈ (0, 1), ρ , 0

ここで wは賃金、r は資本のレンタル料率である。利潤最大化の一階条件を使うと下記の
限界変形率に関する条件を得る。

fK

fL
=

1 − δ
δ

( L
K

)1+ρ

.

対数をとると下記の資本を所与とした「労働需要関数」となる。

ln L = ln K + b̃0 + b1
r
w
.

ここで
b1 =

1
1 + ρ

である。この場合、労働需要の賃金弾力性は

d ln L
d ln w

= −b1
r

w2

dw
d ln w

= −b1
r
w

である。理論的には正しい手続きながら、労働需要の賃金弾力性が生産水準 yや要素雇用
量 K, Lと無関係になるのは非現実的であるため、そもそもの CES生産関数型が非現実的
であることを示唆する。そこで、資本のレンタル料率 r が固定されていると仮定すれば、
b0 = ln K + b̃0, b1 = b̃1rと書くと

ln L = b0 + b1
1
w

となり、通常推計される労働需要関数 ln L = α0 + α1w + eが上式を線形近似していること
が分かる。つまり、労働需要の賃金弾力性を線形関数 (通常推計される労働需要関数)で推
計することは、CES生産関数で資本のレンタル料率が固定と想定された状況の線形近似と
同等と考えられる。このように、通常の経済理論を考えると、簡便さだけを理由に推計式
を特定すると、資本のレンタル料率が固定という仮定を暗黙裏に課してしまうことが分か
る。加えて、OLSで上式を推計する上では、wの変化が外生であること、CES生産関数
で人的資本が aに含まれていない、つまり b0 には観察不能な人的資本 (能力)が含まれて
いないこと、などが成り立っているという仮定を課してしまっていることも理解しなけれ
ばならない。
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以上を踏まえつつ検討すると、最低賃金の影響を推計するとき、以下の推計上の課題を
見出すことができる。

同時性 最低賃金は経済の可処分所得や雇用量などに対応して決められる。その過程で資
本費用 r にも影響される。よって、最低賃金は景気循環と相関を持つ可能性があ
る。この場合、景気変動による労働需要変化が最低賃金の効果と分離できない。

測定誤差 最低賃金は完全に遵守されていない可能性がある。よって、推計量は治療意図
に基づく推計量 intention-to-treat estimatorである。

欠落変数 aには人的資本が含まれるのが普通なため、雇用量は人的資本によって影響を
受ける。このため、職種ごとに労働を算出するか、人的資本を加えることが望ま
しい。

効果多様性 最低賃金は同等所得の労働者に影響を最も与えやすい。所得水準ごとの影響
を見ることが望ましい。低賃金産業の代表としてケアホーム労働への最低賃金規制
の効果を検討した研究によれば、最低賃金規制が遵守された結果、雇用量が減少し
たことが示されている (Machin et al., 2003)。減った労働量に見合ってサービスの
質が低下したことも示唆されている。

このため、今後の推計では以下の変数を組み込むことが望ましい。

• 経済成長、気候
• 実際の支払賃金
• 空間的な賃金分布
• 職種

本稿は予備的考察として位置づけるため、上記の全てを組み込むのは今後の課題であ
る。本稿の推計では、最もベーシックな下記の方程式を想定する。

yit = b1deflatort + b2areat + b3Db ∗ D2007 + b4ADat + b4B(1 − Da)t + ci + uit.

ここで iは地区、t は期、yi は農業粗所得、deflatorは消費者物価指数、areaは面積 (ヘク
タール)、Da は A地区ダミー変数、D2007 は 2007年を示すダミー変数、ui は攪乱項であ
る。ci は観察不可能な地区固定効果である。ここで E[Daci] , 0である可能性があるため、
一階差分をとって ci を除去する。用いる推計式は下記の通り。

∆yit = b1∆deflatort + b2∆areat + b3Db ∗ ∆D2007 + b4ADa + b4B(1 − Da) + ∆uit.

∆は一階差分を示す。b3 は 2002-2007年に観察された B地区における相対的に高い最低
賃金の伸びと農家粗所得との関係を示す。b4A は 2007年以外の A地区、b4B は全期間の
B地区の農家粗所得のトレンドを示す。
上式では農家粗所得の名目値変化を物価変化、操業面積変化、A地区だけのトレンド、

B地区だけのトレンド、A地区だけの 2007年のみの変動に分解している。最低賃金変化
がより少ない A地区で農家粗所得への影響がより少ないと考えられるので、b3 は負の点
推計値になることが予想される。b1, b2 は正値が期待される。

3.2. データ

本稿で用いるデータは南アフリカ統計局の商業農業調査 Census of Commercial Agricul-
ture, 1993, 2002, 2007 年版で、2002 年以前は最低賃金導入前である。観察単位は自治体
Local Municipalityであり、その中心地Main Placeが地名として報告されている。全ての
年で報告されている経済変数は農業粗所得 gross agricultural income である。費用は最初
の 2年のみ報告されている。本データには零細農家は含まれていないが、零細農家は自家
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表 2: 作付面積とその変化, Area A vs. B

..

area min 25% median 75% max mean std 0s NAs n
Area A 1993 0.22 48.99 126.97 277.27 1315.6 248.03 307.9 0 0 51
Area A 2002 0.16 30.53 111.58 156.77 925.84 176.79 229.68 0 0 51
Area A 2007 0 12.8 50.37 143.86 748 131.08 187.29 1 0 51

Area A 1993-2002 -668.71 -4.17 30.7 53.37 92.2 2.58 111.76 0 0 51
Area A 2002-2007 -2406.25 4.92 35.01 64.62 100 -15.33 344.77 0 0 51

Area B 1993 0 27.97 123.35 345.38 2676.15 292.32 441.96 1 0 201
Area B 2002 0 21.12 79.18 200.68 1626.9 170.82 244.51 1 0 201
Area B 2007 0 7.78 47.08 173.96 1807.15 151.84 257.75 6 0 201

Area B 1993-2002 -5676.92 -12.8 38.66 56.91 100 -111.14 649.83 0 1 201
Area B 2002-2007 -1607.46 -4.36 27.1 68.62 100 5.94 167.03 0 1 201

出所: 商業農業調査, 1993, 2002, 2007 版より作成。
注: 1. Area Aは最低賃金が相対的に高い都市近郊地域。54の自治体 (18.8%)が Area Aに属するが、標本では 51。面

積単位は平方 km、変化は %表示。変化率 100%は前期面積がゼロを示す。
2. 標本単位は地方自治体 Local Municipalityもしくは中心地Main Place。

図 2: 農家粗所得
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出所: 商業農業調査, 1993, 2002, 2007 版より作成。
注: 1. nominalは名目値、realは 1993年価格表示。縦軸は 1+農家粗所得の自然対数値。Area Aは最低賃金が相対的に

高い都市近郊地域。54の自治体 (18.8%)が Area Aに属する。
2. 標本単位は地方自治体 Local Municipalityもしくは中心地Main Place。
3. 中央にある標本は各地区の平均値を示す。全ての期において A地区の平均値が B地区の平均値よりも大きい。

労働のみで生産しているため、最低賃金規制の影響を直接受けない。よって、データは最
低賃金規制の直接的影響下にあるすべての農家・農場を母集団にしている。
上記の特徴のデータを考慮すると、本論文は先行研究に比して以下の特色が期待できる。

• 類似した生産技術を持つ生産物ごとの比較が可能。
• 国際市場動向に影響されやすい生産物は価格への上乗せ (pass through)が困難なの
で、利潤圧縮が観察しやすい。これは支払いが制度的に固定された社会保障サービ
ス部門を扱った研究と同じである (Machin et al., 2003)。
• 長期 (5年程度)の調整結果が観察可能。

ただし、本稿では上記を検討せず、その作業は今後の課題とする。
表 2では、作付面積が中央値においては B地区でより高い伸びを示している一方、面積

減少地区ではより大きな落ち込みになっている。このため、B地区は平均値は負値である
ものの、標準偏差が大きいことから、平均では捉えきれない多様な変化を示している。こ
れは B地区の生産が相対的に小規模なために、変化が激しくなりがちなことが原因してい
ると考えられる。ここからは、中央値に着目するか、もしくは、1993年面積で加重した加
重最小自乗方 (WLS)を用いることなども考えられる。今後の課題である。
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表 3: 農家粗所得の変化、A 地区 vs. B 地区、地区固定効果推計値

.

.

..

covariates (1) (2) (3) (4)
nominal 1993 Rands nominal 1993 Rands

deflator 156.43∗∗∗ 204.69∗∗∗

(51.80) (56.64)
total area (1000 km2) 29.85 58.08 26.95 69.34

(84.37) (52.84) (85.74) (55.48)
Area A −77.27∗∗ −16.87∗∗∗ −110.40∗∗∗ −16.21∗∗∗

(34.54) (5.38) (14.79) (5.70)
Area B −90.03∗∗∗ −9.04∗∗ −136.49∗∗∗ 0.10

(27.21) (4.30) (50.09) (10.50)
Area B × year 2007 26.58 −16.69

(30.41) (13.04)
n 336 336 336 336

出所: 商業農業調査, 1993, 2002, 2007 版より推計。
注: 1. Area Aは最低賃金が相対的に高い都市近郊地域。54の自治体 (18.8%)が Area Aに属するが、標本では 51。単

位は 1000ランド。deflatorは当該年 12月消費者物価指数 CPI。
2. 標本単位は地方自治体 Local Municipalityもしくは中心地Main Place。
3. 一階差分推計量 first-difference estimatorに州レヴェルでクラスターした頑健標準誤差を用いた。
4. ∗, ∗∗, ∗ ∗ ∗は有意水準 10%, 5%, 1%を示す。

農家粗所得の変化を描いたのが図 2である。2002-2007年の時期には A地区が B地区
よりも平均農家粗所得が減少している。よって、最低賃金実質値がより早く上昇した B地
区よりも、最低賃金の負担上昇率が低い A地区の方が生産が低迷している。これは A地
区の方が労働から資本への要素代替が進んでいないことを示唆する。
表 3は地区固定効果推計値の結果である。(1)と (3)は名目値、(2)と (4)は実質値を被

説明変数として用いている。ここからは下記のことが分かる。第一に、(1)では面積と物
価を考慮すると B地区に減少幅が大きく表れているが、(2)では実質値に面積を考慮する
と A地区に減少幅が大きい。物価上昇の鈍った 2002-2007の時期に B地区よりも A地区
の減少幅が大きかったことを意味している。(3)と (4)に共通して A地区の減少が確認で
きる。(4)で最低賃金規制負担のより厳しかった B地区に着目すると、最低賃金規制は負
の点推計値ながら統計的に有意ではない。実質値では、B地区の雇用トレンドは A地区に
比して正である。B地区で実質賃金がより速いペースで上昇していたことを考えれば、こ
の結果は最低賃金規制は農業粗所得に対して負の影響を与えていないことを示している。
これは、農村部の B地区ほど資本との代替が進んでいる可能性を示唆している。

おわりに
本稿では先行研究を選択的にレビューし、南アフリカでの雇用環境を考察した後に、最

低賃金への雇用者の対応について吟味した。経済理論からは、労働市場が競争的かどう
か、もしくは、平均採用費用の交差微分の符号によって、雇用量に与える効果が逆になる
ことが示されている。先進国の実証結果は雇用効果が負かゼロか結果が分かれているが、
一部研究では、最低賃金以下での雇用が多いと規制は雇用に負の影響を与えやすいことが
示されている。南アフリカの農業データを用いて農家粗所得に与える影響を検討したとこ
ろ、推計結果は実質賃金上昇率の高い農村部は農家粗所得は影響を受けず、労働を資本で
代替していることと整合的な結果であった。これは最低賃金以下での雇用が多いことと整
合的な結果である。ただし、本推計は極めて粗雑であり、情報を拡充しながら最低賃金の
影響をより詳細に考察していくことが必要である。具体的には、本データの特徴である近
似生産物同士の比較、マクロ経済変数、地区ごとの観察可能な変数などを加える、などで
ある。さらに、理論モデルに基づいた推計式の導出も必要になってくるであろう。
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Appendix A 付録図表
図 A1: 失業率

出所: StatsSA サイト。
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図 A2: 学歴 (1996 年)

注: None=学歴なし、Less than matric=高卒未満、Matric or higher=高卒以上。

出所: StatsSA、Rural Survey (1997)。
図 A3: 雇用種類

出所: StatsSA、Census (1996)。
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図 A4: 非熟練労働

出所: StatsSA、Commercaial Agricultural Survey 各年。
図 A5: 低賃金労働の多さ

出所: StatsSA、Census (1996)。
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